

平成元年版 大阪経済白書 の概要

─景気拡大化で転換つづく─


　　「大阪経済白書」は、大阪の経済構造・産業活動や労働分野における中長期的な課題を明らかにするとともに、大阪経済の前年の景気動向や府内の労働情勢を把握し、企業経営における方針の作成や地域の産業･労働政策の検討に資することを目的に作成しております。以下は平成元年版の概要です。



【要約】 

第１部　昭和63年の大阪経済

◆内需中心の景気拡大
・　大阪経済の景気は63年に入っても勢いを持続し、個人消費、設備投資等の内需の好調を受けて、一気に円高不況以前の水準を超える拡大局面となった。これに伴い企業マインドも積極化してきているところから、今回の景気拡大局面は非常に力強く､かつ長期化の様相をみせている。
　生産指数や所定外労働時間（残業時間）などの生産関連指標の動きにこの拡大が端的に示されている。生産は63年を通じて好調に推移し、製造業の一部では増産体制が間に合わないほど活況を呈した。
　こうした生産関連指標の好調な動きは、それらに先立って急速に拡大した出荷の動きに呼応するものであり、そのため10から12月期まで在庫の増加気配はみられなかった。
・　これを需要面からみると、すそ野が広がり本格化、高級化した個人消費支出、そして設備投資がリード役となり、景気の大型化、腰の強さを予測させる展開となった。62年の景気回復局面において盛り上がりをみせた住宅投資は、高水準ながら横ばいで推移したが、公共工事は関西国際空港、関西文化学術研究都市などの大型プロジェクト等が寄与し、好調を持続した。
　円高により不振を続けていた輸出は､年後半にはわずかとはいえ増加に転じ、景気の上昇テンポを支えている。
　これに伴って過去最高の収益をあげる企業も多く、倒産件数も減少した。
・　物価や金利などは、63年を通して大きな変化をみせなかったのに対し、雇用は常用、パートのいずれにおいても急速に改善し、有効求人倍率は、昭和49年以来の高い水準にまで上昇した。今後、賃金コストの高騰による影響が指摘されている。
　また、設備投資の内容も出荷の好調を受け、生産能力増強を目的とした投資が増えている。これらのことは今回の景気拡大の持続に影響を与えるだけでなく、今後の内需主導型の自律的拡大の定着を占う上でも重要な意味をもっている。
◆年初来好調が続いた中小企業の景況
・　63年の府内中小企業の景況は､内需関連業種を中心に年初来好調に推移した。下請中小企業においても受注単価の改善はやや遅れ気味ではあるものの、受注数量の増加が顕著であり、全般的に好調な動きとなった。
・　業種別にみると、消費財関連業種では輸入品の攻勢を受けている繊維関連等一部の業種を除いておおむね堅調に推移し､建設関連業種でもおう盛な住宅建設関連需要、公共事業の促進等から全般的に好調であった。
　さらに、設備投資関連業種は活発な民間設備投資の増加から極めて好調に推移した。
　ただ、輸出関連業種については､好調な内需へのシフトが難しく､依然として輸出依存度の高い業種は輸出低迷の影響を大きく受けたのに対し､内需シフトが進んでいる業種では堅調な動きとなり､明暗を分ける形となった。

第２部　景気拡大化で転換つづく

◆順風の中でも転換はつづく
・　わが国経済は、内需主導型成長への転換をとげつつある。企業の行動が､“ボーダーレスエコノミー”（境目のない経済）といわれるように、国境や産業の枠を越えて活動領域を広げようとしている。
　大阪経済は､円高を克服し､企業活力と適応力で全国をリードするような成長を続けており､国際空港など大型プロジェクトもあって今後の役割は､いっそう重要性を増す。
　この全国的な役割を持続し､拡大するために､経済の環境が順風の時に次代への布石を打たなければならない。
◆需要構造の大きな変化
・　海外市場の変化に対応して､海外での生産拠点づくりやグローバルな経営戦略がとられ､輸入への依存も大きくなっている。
・　景気拡大のけん引である個人消費は、量的に増大しているだけでなく、サービスへの支出の増加や､生活のゆとり、快適さの追求など質的な向上を求めている。
・　円高による輸入の増加と消費の高度化は､輸入品に対する評価を変え、輸入品が府民の生活に定着している。
・　産業活動でも技術やデザイン､企画力などのサービスへの投入が増えている。
◆製品輸入の急増と多様化する輸入ルート
・　円高により､わが国の製品輸入はいっそう増大した。昭和63年におけるわが国の製品輸入比率は､49.0％と史上最高となった。
・　府内の卸､小売業では食品類と繊維･雑貨の輸入品取扱比率が高く、輸入先地域としては､アジアＮＩＥＳが40％以上の比重を占めていた。業界では製品輸入を増やすとともに､円高メリットの活用を図るため輸入品フェアの実施や小売価格の引き下げ､新規輸入品の開拓等多くの努力を払っている。
・　製品輸入の急増は､輸入ルートの多様化と同時に進んでいる。直輸入への積極的な取り組みが増えてきたり、開発輸入が盛んになってきている。また、並行輸入､逆輸入の試みが一段と目立っているし､個人輸入も一部で活発化している。さらに、共同輸入の試みなど新たなタイプの企業努力も見られる。
・　製品輸入は､積極的な企業の海外展開によっても増加している。大阪の流通業の18％が、工場や販売会社などなんらかの海外拠点を持っているし、その海外拠点を再編成し､欧・米･アジア三極体制を構築するなどの動きも活発化している。
・　昭和63年には韓国の大企業が､相次いで大阪に販売拠店を設けるなど､海外から日本市場を目当てとした売り込み努力も意欲的になされつつある。
◆変貌する流通機構
・　複雑であると批判されることの多いわが国の流通機構も､このところの円高による国際化､輸入チャンネルの拡大･多様化によって､さらには情報化の進展や消費者行動パターンの多様化に促され､変貌しつつある。
・　大阪の卸売業では､その仕入先･販売先の４分の１が流通段階を短縮する動きがみられており､川上、川下からの挟み打ちに直面する傾向が表れている。
・　卸売業を流通段階別にみると、昭和54年以降「第２次卸」のウエイトが大きく低下し､流通段階の短縮化が進んでいることが表れている。
・　輸入品の急増､輸出専業メーカーの内需転換などによって流通系列の基礎が揺らいでいる。また、並行輸入の増大に伴って､輸入総代理店の見直しも進められている。
・　輸入品急増により、大阪では輸入品専門店や、ＮＩＥＳ製品専門の売り場などの開設が目立っている。輸入品を利用した新たな形態の販売戦略が急速に生み出されている。
・　輸入が増加するにつれ､各企業では従来の社内体制を変更したり､輸入担当者の増員を進めるなどのケースがみられる。
・　輸入品の急増や輸入ルートの多様化によって､貿易商社の取引活動が輸入や国内取引へシフトするなどの動きがみられている。
◆新しい産業分野を模索している
・　ここ数年来､既存の産業分野へ異業種･異業態とみられていた企業が新規に参入し､経営の多角化というよりも産業活動領域を再構築する動きがみられる。
　本業以外の分野で新しい事業活動を始めた企業は38％である。本業以外の分野への広がりについては､関連している分野への｢にじみだし｣型参入と､全く関連のない分野への「パラシュート降下」型参入に大きく二分される。
　新分野に参入する手段として､異業種交流事業もある。
・　本業以外の分野が総売上高に占める比率は63年17％、61年が10％であるから、本業の占める比率は低下している。新規事業に取り組んだことによって既存事業を縮小したという企業が､全体では９％であるが、従業者数19人以下の企業では32％である。
　小規模企業が本業以外の分野の事業を新たに手掛けることは、必ずしも容易ではない。従来の事業活動を続けながら、採算が確保できるまでの期間を乗り切らなければならない。
　売上げの増加になったという企業は、小規模企業で比較的多い。小規模企業で比較的多い。小規模企業の半数以上が成果をあげていることは､事業見通しが的確であったことを示している。
・　新規事業への取り組みのために子会社等の設立､部課の新設、編成替えを実施しているのは､大規模企業に多い。従来の組織のままで従業員の配置替えで取り組んでいるのは､小規模企業に多い。
・　新事業を始めたために､外注･下請先への発注内容を変更した企業が10％、外注･下請先を少なくした企業が３％である。従来の外注･下請関係を変えてはいないが､新たに取引を開始した受発注先があるという企業が、25％となっている。
・　従来の取引先企業の新規事業への取り組みにより、受注量が変化した企業が14％、受注した品質や加工水準が変化した企業が３％、受注した製品･商品の内容や加工内容が変化した企業が２％となっている。発注量やその内容に大きな変化がなかったという企業が78％となっている。
・　主な取引先の発注内容の変化への対応は､第１は新規販路の開拓で、第２に製造業を中心に品質向上のため機械設備を更新するという方策である。第３には従業員数や外注先への発注量を減少させること（これは企業活動の縮小となる）で受注減に対応しようとするものである。
◆新規分野への参入時の課題
・　新規事業を進めるための第１の課題は、新事業を創造する開発･技術部門が､開発に際しての発送に斬新さを欠いているということで43％の企業が指摘している。次いで､基礎技術開発の軽視、社内の干渉、経営トップの行動力の不足もあげられている。
・　新規事業への参入は人材が決め手である。人材の重要度では､事業全体を統括できる責任者を、次いで新分野のサービス提供を行える技術者や技能者、営業要員の順となっている。
　新規事業を展開するためには､新分野のマーケティング手法などソフトな資産が重要な要素となり、また先発企業との競争､新規流通チャンネルの構築も重要である。
・　事業を統括できる人材の獲得方法として、企業内他部門からの配置転換が最も多い。小規模企業では縁故採用が比較的多い。
・　新事業の実施に必要な技術やノウハウの情報を得る先としては､企業内の企画･開発･研究担当部門が最も多い。次いで新事業の提携先など関連企業からという方法がとられ、小規模企業では経営者の個人的な能力等に負うところも大きくなっている。
･　今後は、既存分野の維持で手いっぱいのため新分野への参入は考えていないという企業が最も多く、しかも規模の小さな企業ほどこの傾向が強く表れている。
　今後新規事業分野に参入しようとしている企業では、当該企業の独自のアイデアや経営資源で実施するというケースが多い。
・　企業のリストラクチャリンクが、従来の産地内外の分業関係に影響し、地域経済としての産業関連にも変化をもたらしている。
◆アジアなど世界との交流拠点大阪を目指して
　大阪は､双方向の国際化基盤を整備し､海外との交流拠点として、世界経済の安定的発展に貢献し得る国際的な産業文化都市の形成を目指している。
・　大阪は､地理的･歴史的にアジアと深いつながりをもってきたが､工業製品の相互貿易による「水平貿易｣の進展は､その関係をより緊密にしている。両者は相互に重要なパートナーとして発展することができる。
・　大阪が世界の交流拠点となれるように､さまざまな事業が行われている。貿易･投資促進施策に加え､コスモポリスやりんくうタウンの建設、イオン・テクノパークの構想のほか、留学生支援の充実策などが積極的に進められている。これにより、アジアとの交流も促進されることになる。
・　アジアとの相互依存関係の密接な大阪が､アジア全体の成長･発展を目指した多角的な支援や交流を展開していくことが期待されている。
◆新たな産業政策の形成を目指して
・　新しい経済･社会の諸条件に重大な変化が生じている。それは、技術や市場の融合化であり、国際化の進展による産業活動のグローバル化、情報化に伴うネットワークの再構築である。
・　この“ボーダーレスエコノミー”のもとで、新たな産業活動の展開に対応するため、産業活動のハイテク化や先端分野･異分野技術のハイブリッド化による研究開発機能を大阪で強化するためのさまざまな基盤整備が実施されている。
・　大阪経済のいっそうの発展を期すため、行政機関相互や民間との重層的な連携をはじめ､地域の活性化施策と一体化した産業政策を機軸に、斬新で視野の広い政策の実施がより重要である。
